
施策コード 0923

担当部 都市整備部

担当課 街づくり調整課

施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

　 「区民参加による街づくり推進条例」の区民への周知を図り同制度を活用してもらうため、制度
のＰＲ用パンフレットの配布や区のホームページの活用を図るなど、あまりコストを増やさずに効果
が上げられる工夫をしていく。

【施策の評価･成果分析】
   成果指標１の満足度は、平成19年4月1日に施行された「区民参加による街づくり推進条例」によ
る効果もあり､前年度比4.1％の上昇がみられた。
　今後も、息長く区民の理解と協力を得て良好な街づくりを進めていく必要がある。

【施策の評価･コスト分析】
　コストはここ３年間微減傾向にあるが､コストの６割は地籍調査事業が占めており､調査内容・調
査方法共に区が単独で見直すことが困難であり、かつ持続的に事業を進めていく必要があること
から､今後も、ほぼ同水準のコストを要するものと思われる。

【今後の方向性】
　「区民参加による街づくり推進条例」の区民へのPRの推進と制度の適切な運用を通じて区民の
理解と協力を得て､良好な街づくりを進めていく。
　したがって、経営資源の配分は、現行水準を維持していく。
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平成20年度　施策評価表

施策名 街並みの形成

施策意図

現状と課題

計画的な土地利用が進み、建築物等が地域と調和している。

都市計画マスタープランに基づき、それぞれの地域が個性と特徴を持ちつつ、全体として調和のと
れた良好な街の形成を目指し、街づくりを進めているが、地区計画制度や「区民参加による街づく
り推進条例」を活用した街づくりを進めていく必要がある。
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施策コード 0924

担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

30.90

バブル経済の崩壊以降、地価の横ばい状況や先行き不透明な景気動向など、相変わらず事業推
進上厳しい状況が続いている。また、土地の資産が共有になることで価値が下がるとの思い込み
や新たな管理費の発生など、従前の生活形態が変化することに不安感がある。このことが権利者
等の事業に対する不安要因ともなっており、合意形成を困難にしている。

18･19年度比較
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施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

　今後も、国の補助を導入し、最も効率的にかつコストを抑制し、事業を進めていく。駅周辺等の
拠点を整備していくためには、将来のまちづくりの考え方が地域全体の理解のもと進めていく過程
が大変重要であり、そのためには地元の関係者との連携を密にしながら地元街づくり活動の支援
を行っていく。また、早期に事業効果を上げていくために、関係権利者を中心に、事業の必要性や
より具体的で実効性のある計画案を提示し、粘り強く、きめ細かな合意形成活動を展開していくと
ともに、事業協力者導入を推進し、事業資金と人的派遣の支援を受け、権利者の賛同率の向上、
事業計画の精度を高めていく。

【施策の評価・成果分析】
　成果指標1の「駅周辺等の整備計画進捗状況割合」における19年度実績は、前年度に比べて5.2
ポイントの増加となったが、予定と比較すると12.6ポイントの減となった。その内訳としては、金町
六丁目地区が21年6月の竣工を目指して順調に進捗しており、また鉄道立体化に併せた高砂駅周
辺まちづくりも基本構想の作成など検討が順調に進んできている。その一方で、新小岩駅南北自
由通路の整備に関しては、JRとの基本協定の締結が翌年度にずれ込んだこと、また立石駅周辺
地区及び金町六丁目駅前地区においては都市計画決定まで至らなかったことに因る。
　成果指標2の「駅周辺が住み、働き、憩う、賑わいのある拠点となっていると思う区民の割合」に
おける19年度実績については、前年度に比べて7.4ポイントの増加となっており、満足度は回復傾
向にある。しかし、本施策は長期にわたる事業であることから、今後も引き続き、関係権利者に対
して、なお一層の街づくり事業への参加と協力を求め、地元の合意形成に努めながら、駅周辺の
拠点整備を着実に進めていく必要がある。
【施策の評価・コスト分析】
　駅周辺等拠点の形成に係る主なコストは、金町駅南口地区市街地再開発事業であり、全体の８
５％を占めているが、これは工事段階に入っているからである。また、新小岩南北自由通路につい
ては、協定締結に伴い新たなコスト増が見込まれるものの、立石駅周辺地区市街地再開発事業
については、今後、事業協力者が参加することによってコストの低減が図られると考える。
【今後の方向性】
　21年度以降についても、駅周辺等が、住み、働き、憩う、賑わいのある拠点とするため、区は関
係権利者等の活動を積極的に支援しながら、着実に街づくり事業の推進を図る。また、駅周辺の
街づくりは、特に都市計画事業等の手法を導入して、整備、開発を行っていくことから、早い段階
から関係権利者の街づくり事業への理解を進め、地元の合意形成を図っていく。
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施策コード 0925

施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

施策の成果をより充実したものにしていくために、現在検討中。

【施策の評価・成果分析】
・新宿六丁目地区については、大規模な工場跡地の土地利用転換に合わせて、地域の活性化に
資する新たな生活拠点の形成を目指し｢再開発促進区を定める地区計画」が決定されており、現
在、都市再生機構により、２号施設である地区内の道路築造等の基盤整備や、事業者により一部
建設計画が進むなど予定通りの成果をあげている。（道路整備延長約１８００ｍ、２０年度末約８０
０ｍ完成予定）
・青戸六、七丁目地区においては、慈恵大学青戸病院の現地建替え計画及び地区計画の変更に
ついて検討を行い、「病院建替えに係る基本協定」を締結するとともに「地区計画素案」を策定し
た。また、青戸七丁目地区の道路整備については、｢青戸七丁目地区地区計画」に基づき、都市
再生機構の開発事業を活用し整備が完了し予定通りの成果を挙げた。（道路整備完了延長約８０
０ｍ）

【今後の方向性】
・新宿六丁目地区の開発については、地区周辺の街づくりに大きな影響を与え、区民の期待度も
高いことから、関係者のコンセンサスを得ながら街づくりを推進していく必要がある。
　今後は、「新宿六丁目地区まちづくり方針」に基づき、地区計画の変更等を行い、都市再生型公
園の整備と大学誘致を着実に実現し新たな文化を創り出す拠点づくりを推進する。また、基盤整
備については、平成２１年度完成を目指して関係機関と調整するとともに、大学誘致が決定次第、
区民と協働して公園整備について検討を行い着手する必要がある。
・青戸六、七丁目地区においては、「青戸六丁目地区地区計画」と「青戸七丁目地区地区計画」を
統合した「地区計画」の決定を行い、民間事業者の開発計画を適切に指導・誘導していくとともに
病院建替え計画の早期実現に向け協力していく必要がある。
　また、周辺の道路整備については、今後、病院へのアクセス改善、南側細街路への車の流入を
軽減させるため環状七号線へのアクセス道路及び病院周辺の道路整備について隣接地権者の
協力を得ながら早期実現を図る必要がある。
・大規模工場跡地等の開発については、事業者や地権者の協力が不可欠なことから、区の方針
を明確に示し協力要請を行いながら成果を上げていく。
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平成20年度　施策評価表

施策名 大規模工場跡地等を活用した街づくり

施策意図

現状と課題

　街づくりに様々な影響を与える大規模工場跡地等の開発については、地区計画制度や用途地
域改正などにより、地区の特性を活かした街づくりを推進する。

　新宿六丁目地区については、｢再開発促進区を定める地区計画」が決定されており、現在、道路
築造等の基盤整備工事が行われている。今後は、大学誘致計画にあわせて、「地区計画の変更」
および「公園整備計画」等の策定を行い、「まちづくり方針」の目標・方針に基づいた街づくりを推
進していく必要がある。
　また、青戸六・七丁目地区については、七丁目地区の道路整備が完了した。今後は、「青戸六丁
目地区地区計画」と「青戸七丁目地区地区計画」を統合した「地区計画」の決定を行い、民間事業
者の開発計画を適切に指導・誘導していくとともに、病院建替え計画の早期実現に向け協力して
いく必要がある。

18･19年度比較単位

成果指標３

実績





NO.1

トータル
コスト

２０年度
予定

施策に
占める
コストの
割合

区の職
員が直
接関与
する必
要性

成果向
上と効
率性の
分析

施策を構成する事務事業

48,257

大規模工場跡地等を活用した街づくり

成果指標
１

成果指標
２

単位

m

37,372 Ａ

0.00 800.00

0.00

092502
青戸六丁目地区地区計画策定支援委託
（青戸六・七丁目地区の街づくり）

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

街づくり推進課施策名

事務
事業
コード

担当課

Ｂ

成果指標
２

m

事務事業コスト
（千円）

１９年度
実績

指標

成果指標
２

成果指標
１

0.00

0.00箇所

Ｂ77.44%

10,88522.56% Ａ

箇所 0.00

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

800.00

092501

新宿六丁目地区まちづくり調査委託（新
宿六丁目地区の街づくり（三菱製紙跡
地））

0.00

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
２

＊成果指標名　次ページ参照

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１



NO.1

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

成果指標
１

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

街づくり推進課施策名 大規模工場跡地等を活用した街づくり

事務
事業
コード

担当課

092502
青戸六丁目地区地区計画策定支援委託
（青戸六・七丁目地区の街づくり）

道路整備延長(総延長約1800メートル）

公園整備箇所数(総整備箇所数2箇所）

道路整備延長(総延長約1350メートル）

施策を構成する事務事業 指標 指標名

m
成果指標
１

単位

成果指標
１

成果指標
２

m

箇所

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

公園整備箇所総整備箇所数（3箇所）

成果指標
１

成果指標
２

箇所

092501

新宿六丁目地区まちづくり調査委託（新
宿六丁目地区の街づくり（三菱製紙跡
地））

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１



施策コード 0926

実績

20.00

成果指標３

平成20年度　施策評価表

施策名 地区計画等を活用した街づくり

施策意図

現状と課題

地域特性や地域の実情が活かされた街づくりが進められている。

　小菅一丁目地区は、古くは水戸街道沿いの住宅地として発展し、かつ、北側の半分を占める東
京拘置所とも様々な交流を図りながら市街地を形成してきた経緯があり、木造建物の密集、狭い
道路が入り組む等、防災性や日常生活の面等で課題を抱えている。東京拘置所の建替え計画を
契機に小菅一丁目の街づくりに対する関心が高まり、H17年に小菅一丁目地区地区計画を策定し
た。今後はこの地区計画の目標達成に向け地域や事業者と協働して街づくりを進めていく。
　南水元地区は、平成16年2月に着手した土地区画整理事業により都市基盤の整備を進めている
が、平成17年度からは地区計画の策定に向けて地域住民を対象とした勉強会等を行い、その成
果をもとに、平成20年3月には、緑豊かでゆとりある良好な住環境の形成を目標とする地区計画
の原案をまとめた。今後は、都市計画の手続きを経て平成20年10月に地区計画を決定し、土地区
画整理事業による公共施設の整備を図りながら土地の有効利用を適切に誘導していく。

18･19年度比較単位

→％ 0.00 0.46

→

↑

↑

17年度 18年度 19年度 20年度

0.46

0.46 0.46成果指標１

予定

％

予定

実績

統計（地区計画等の整備計画
進捗状況割合）

成果指標２
マーケティング調査（地域個性
が活かされた街づくりとなって
いると感じる区民の割合）

％

実績 ％ 26.5020.90

予定

0.00

30.00

0.46

21.20 21.30 21.70

担当部 都市整備部

担当課 街づくり推進課

改善・改革の方向性

施策の成果をより充実したものにしていくために、現在検討中。

施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

【施策の評価・成果分析】
　成果指標１「地区計画等の整備計画進捗状況」については、数値がほとんど上がっていない。こ
れは、小菅一丁目地区の地区施設の多くが平成22年度以降に行われる東京拘置所の建替え事
業やその跡地に予定されている公務員宿舎の建設事業で計画されているためである。また、南水
元地区は、土地区画整理事業の成果指標である公共用地率及び宅地整備率が、事業の進捗に
より平成21年度から上昇に転じていく見込みであるが、道路工事の実施設計や地権者との移転
補償協議を行っている現段階では公共用地率は従前の数値のままであり、宅地整備率はゼロと
なる。
　成果指標２「地域特性が活かされたまちづくりとなってると感じる区民の割合」については、区内
全体の数値であり、この数値に影響する施策は他にも多くある。一方、本施策を構成する事務事
業は二件のみであることから、本施策がどれほどこの指標に影響を与えているかを判断するのは
難しいところである。なお、地区計画制度の策定主旨を考えると、今後区内で計画されているいく
つかの地区計画が策定され、それに基づいた街づくりが進んでいけば、「その効果として成果指標
２の数値が上昇した。」と判断できるようになる。
【施策の評価・コスト分析】
　小菅一丁目地区は、区画道路１号線が整備される平成21年度に既設道路（ 308号）部分の改 
良工事費を本区が支出する予定である。この部分は今回の公務員宿舎建設の開発事業で整備さ
れる道路整備面積のわずか15％であるが、新設道路の整備と合わせて小菅一丁目地区の道路
事情を大きく改善することになる。このことは、事前に地域住民と共に策定した地区計画により開
発に伴う公共施設整備を効果的に指導することができ、区が投資する経費を圧縮することができ
た。
　南水元地区は、土地区画整理事業において、平成19年度に用地取得費を、平成20年度には地
権者に対する移転補償費を新たに計上したため、コストは増額している。
【今後の方向性】
　小菅一丁目地区は、公務員宿舎建設の開発事業や東京拘置所の建替え事業の進展により地
区施設の整備が進むようにそれぞれの事業者と協議を継続していく。
　南水元地区は、今後、土地区画整理事業の進捗により事業コストが高水準で推移していくため、
国や都の補助金を可能な限り活用し、事業の進捗にあわせて人員とコストを適正に配分していく。
また、策定する地区計画に基づいて土地の有効活用を適切に誘導し、土地区画整理の事業効果
を高めていく。





NO.1

トータル
コスト

２０年度
予定

422,238

地区計画等を活用した街づくり

1,365

1.00

7.80

27.30 30.00

1.00

420,873

7.80

成果指標
１

成果指標
２

単位

％

％

％

成果指標
２

成果指標
１

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

街づくり推進課施策名

事務
事業
コード

担当課

092603南水元土地区画整理事業
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上と効
率性の
分析

施策を構成する事務事業
事務事業コスト
（千円）

１９年度
実績

指標

Ｂ0.32%

99.68% Ａ Ｂ

Ａ

成果指標
２

成果指標
１

092602
まちづくりに関する調査・検討（小菅一丁
目地区）

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

＊成果指標名　次ページ参照

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１



NO.1

指標名

地域個性が活かされた街づくりとなっていると感じる区民の割合（南綾瀬・お花茶
屋・堀切地区）

地区施設の整備率

公共用地率（道路と公園の面積／地区総面積 １００）

成果指標
１

成果指標
２

単位

％

％

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

街づくり推進課施策名 地区計画等を活用した街づくり

事務
事業
コード

担当課

092603南水元土地区画整理事業

％

成果指標
２

成果指標
１

施策を構成する事務事業 指標

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

092602
まちづくりに関する調査・検討（小菅一丁
目地区）

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１



施策コード 0927

施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

 高齢者や低所得者に、安定して居住できる良質の住宅を提供していくとともに、住宅や住宅共用
部分の安心・安全やユニバーサルデザインの推進も視野に入れ施策を展開していく。
　 高優賃住宅については、住宅設備が条件を満たし良好であるだけでなく、近傍家賃・管理費と
の比較や、設置される地域に偏りが生じないことなどにも留意しながら、民間事業者を活用し、毎
年１棟２０戸程度を整備していく。
　 都営住宅の移管については、平成１２年の都区合意に基づきながら、移管対象物件の立地や
規模、移管後の区の負担、区民やまちづくりへのメリットなどを総合的に検討しながら進めていく。

【施策の評価・成果分析】
　１９年度の新設住宅着工戸数は、前年度比44.2％の大幅増に転じ、中でも分譲住宅は57％、貸
家は46％の高い伸び率を示している。(成果指標２）　これら新設住宅の増加に伴い、最低居住面
積水準未満の世帯が減っている。(成果指標１）
　本区の住宅施策の主な取組みは、高齢者や低所得者などへの良質な住宅の提供であり、１９年
度は、高齢者向け優良賃貸住宅１棟18戸を新規開設したほか、引き続き、区営住宅入居者の募
集や施設の維持管理、また、入居者の支援などの公営住宅事業を展開している。
【施策の評価・コスト分析】
　 高齢者向けの住宅対策は、主に２事業を実施しているが、いずれも民間活用を図っている。
　 １９年度は、①高齢者借上住宅事業がコージュ(16棟）を中心に179戸、②高齢者向け優良賃貸
住宅事業が７棟180戸で、ほぼ同戸数となっている。
　 一方、施策のコストは、住宅１棟全体を区が借り上げる高齢者借上住宅事業のコストが施策全
体の49.10%を占め、入居者があった場合にのみ家賃の一部を助成する高齢者向け優良賃貸住宅
供給事業のコスト20.06%を大きく上回るなど、対費用効果は、高齢者向け優良賃貸住宅供給事業
が優れている。なお、この２事業のコストが施策全体の約7割を占めている。
　 また、低所得者対策として実施する区営住宅管理事業は、住宅施策全体の24.47%を占め、施策
中２番目に高いコストとなっている。区民を対象とした区営住宅や都営住宅の地元割当募集など
は人気が高いが、都営住宅の区移管を行った場合、その後のコスト増につながっていく。
【今後の方向性】
　高齢者向け住宅対策としては、引き続き住宅基本計画に基づき、高齢者向け優良賃貸住宅の
新設を推進していく。
　低所得者対策としては、区への移管後の財政負担等を勘案しながら、引き続き都営住宅の移管
を検討していく。

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

7.30

5,000.00

6.90

4,841.00 4,894.00 4,947.00

実績 戸 5,293.005,130.00

予定

成果指標１

予定

％

予定

実績

最低居住水準未満世帯割合
（住生活基本計画で定めた最
低居住面積水準による）

成果指標２
新設住宅着工戸数

戸

↑

↑

↑

17年度 18年度 19年度 20年度

6.40

－ 6.00 －％ 8.00 －

平成20年度　施策評価表

施策名 住宅

施策意図

現状と課題

 生活設計に合った質の高い住宅に安心して住んでいる。

　 本区の住宅総数は、約20万6千戸（平成15年：住宅土地統計調査）で、昨年度は、5千戸を越す
住宅が新築され、最低居住面積水準世帯が減るなど居住性の向上が見られる。一方で、高齢者、
低所得者、障害者等の真に住宅に困窮する世帯に対しては、安心・安全に居住できる住宅や居
住環境のさらなる整備が求められている。

18･19年度比較単位

3,670.00

成果指標３

実績





NO.1

高齢者向け優良賃貸住宅供給事業

092704住宅相談・情報提供
成果指標
２

部

成果指標
１

戸

092701区民住宅管理

092703

成果指標
２

成果指標
１

人 67.00

0.00

180.00

Ａ Ｂ

Ｂ2.19%

49.10% Ａ Ｂ

Ｂ

Ｂ

施策に
占める
コストの
割合

区の職
員が直
接関与
する必
要性

成果向
上と効
率性の
分析

施策を構成する事務事業
事務事業コスト
（千円）

１９年度
実績

指標

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

住環境整備課施策名

事務
事業
コード

担当課

092702住宅借上（高齢者借上住宅事務）

成果指標
１

成果指標
２

単位

人

人

成果指標
２

成果指標
１

60.00

1,000.00

2,0610.40%

102,74320.06% Ａ

17.00 17.00

251,441

199.00 220.00

200.00

トータル
コスト

２０年度
予定

512,135

住宅

11,228

1,612

4,580

0.00 0.00戸

2,005.00
成果指標
１

件 2,400.00

成果指標
１

件

件

＊成果指標名　次ページ参照

092710民間住宅斡旋事務

成果指標
１

件

9100.18% Ｂ
成果指標
２

成果指標
２

件

成果指標
１

人

成果指標
２

2.05%

5,857.00

1,584.00

Ｂ

125,306

6,000.00

3,500.00

978.00

24.47%区営住宅管理

092709住宅用家屋証明事務

成果指標
１

092707
二世代・三世代住宅取得費助成モデル
事業

092708住宅修築資金融資事業

092705都営住宅関連

092706

Ｂ
成果指標
２

1,737

－

0.89%

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

0.31%

Ｂ

Ｂ －

Ｂ

Ｂ Ｂ

0.34%

738.00

Ｂ

10,517

Ａ

4.007.00

56.00

Ｂ



NO.1

件

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

戸

092703高齢者向け優良賃貸住宅供給事業

092704住宅相談・情報提供

092710民間住宅斡旋事務

成果指標
１

件

成果指標
２

契約成立件数

092701区民住宅管理

成果指標
２

件

成果指標
１

人

成果指標
２

都営住宅地元割当への応募数

成果指標
１

戸

成果指標
２

成果指標
１

人

成果指標
２

部

件

分譲マンションセミナー参加者数

住まいのインフォメーション配布部数

都営住宅・都民住宅応募数(年間合計数）

事務
事業
コード

担当課

092702住宅借上（高齢者借上住宅事務）

人

成果指標
２

成果指標
１

施策を構成する事務事業 指標

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

住環境整備課施策名 住宅

成果指標
１

092707
二世代・三世代住宅取得費助成モデル
事業

092708住宅修築資金融資事業

092705都営住宅関連

092706区営住宅管理

成果指標
１

助成を受けて修繕又は増築した住宅戸数

092709住宅用家屋証明事務

証明件数
成果指標
１

件

成果指標
２

入居者数

助成を受けて建築した住宅戸数累計（平成12年度の事業開始時から）

成果指標
１

成果指標
２

単位

人

高齢者向け優良住宅戸数累計(入居開始年度）

指標名

入居者数

高齢者借上全入居者数



施策コード 0928

実績

40.10

成果指標３

平成20年度　施策評価表

施策名 住環境

施策意図

現状と課題

地域が良好な住環境になっている。

区内の約4割に当たる面積が区画整理や耕地整理などの基盤整備が実施されていない地域と
なっている。こうした基盤未整備地域は狭い道路やオープンスペースの不足、狭小宅地、接道不
良宅地など住環境の改善や、防災性の向上が求められている。

18･19年度比較単位

↑km 55.00 58.00

↑

↑

↑

17年度 18年度 19年度 20年度

57.70

61.00 64.00成果指標１

予定

km

予定

実績

細街路拡幅の整備延長個別
方式と路線方式を合わせ、年
間整備延長は約３.３ｋｍ

成果指標２
住環境が良好だと思う区民の
割合（マーケティング調査）

％

実績 ％ 49.0041.80

予定

51.30

42.60

54.60

41.80 41.90 42.30

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

施策の評価と今後の方向性
（施策を取り巻く環境の変化
と、施策内における21年度以
降の経営資源の配分方針な
ど）

改善・改革の方向性

１　細街路整備事業については、平成19年度までに拡幅可能な路線の整備をほぼ終えたため、路
　線方式による整備事業を終了し、20年度からは個別方式に一本化し、効率的・効果的な対応を
　進める。
２　中高層集合住宅建設について、現在は事業者の協力を得るべく指導要綱に基づき指導を行っ
　ている。しかし、要綱による指導には限界もあることから、良好な住環境整備をより強力に推進
　するため指導要綱の条例化に取組む。
３　位置指定道路や開発許可の情報を区民に効率的に提供するため、地理情報システムを活用
　した、迅速でわかりやすい情報提供方法を検討し、試行する。
４　不特定多数の人が利用する一定規模の建築物である特殊建築物等の定期点検報告事務に
　ついては、未報告物件に対する督促や提出された報告書に基づく審査・指導を充実させ、特殊
　建築物が良好に維持管理されるようにする。

【施策の評価・成果分析】
　細街路拡幅整備事業については、19年度は3.1kmを整備し、整備延長は57.7kmとなっている。
（成果指標１）　また、「住環境が良好だと思う」との区民の評価は49％で、19年度の目標を上回っ
ている。（成果指標２）

【施策の評価・コスト分析】
　19年度における個別・路線両拡幅整備事業による細街路整備の総コストは264,036千円で、住環
境施策全体の50.98％を占め、次の建築確認システム運用（建築確認事務）の23.36％を引き離し
ている。
　また、個別・路線両事業によるコストを比較した場合は、路線方式による整備が敷地内の門扉、
塀、植栽などを含めて実施するため、個別方式よりも細街路拡幅整備距離１m当たり25千円ほど
高コストとなっている。

【今後の方向性】
　細街路整備や宅地開発、住宅等建築物の検査・指導業務は、土地や建物に関する関係者間の
権利調整や、法に基づく権利制限を伴うが、住環境の改善や防災性の向上のために継続して実
施することが必要である。
　また、細街路拡幅整備事業の事業費縮減策として、整備に当たってL型側溝や雨水・汚水マスな
ど現在使われている材料を再利用する取組みを引き続き行っていく。





NO.1

092803
建築紛争調停委員会委員報酬（建築に
関する指導・調整）

092804集合住宅建設指導

092801個別拡幅整備事業

回

成果指標
２

件

111.00

成果指標
１

件

成果指標
２

成果指標
１

ｍ

成果指標
２

Ｂ

8,1901.58% Ａ Ｂ

100,31419.37% Ｂ

施策を構成する事務事業
事務事業コスト
（千円）

１９年度
実績

指標

Ｂ

施策に
占める
コストの
割合

区の職
員が直
接関与
する必
要性

成果向
上と効
率性の
分析

Ｂ31.61%

成果指標
１

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

住環境整備課施策名

事務
事業
コード

担当課

092802路線拡幅整備事業

成果指標
１

成果指標
２

単位

ｍ 49,064.63 49,840.00

8,619.30

163,722 Ａ

10,1081.95% Ａ

517,997

住環境

0.00

80.00

36.00

61.00

トータル
コスト

２０年度
予定

130.00

40.00

10,920

910

214.92 250.00

935.68 1,000.00

0.00 0.00

＊成果指標名　次ページ参照

092810優良宅地の認定

成果指標
１

㎡

0 Ｂ
成果指標
２

1,820

成果指標
１

㎡

成果指標
２

㎡

成果指標
２

戸

m

8,190

30,000.00

40,000.00

0.00

2.00

10,845.53

0.00

2.11%

成果指標
１

宅地開発事前協議

092809建築物共同化等整備の推進

092807
東京都福祉のまちづくり条例、指導、助
言

092808建築基準法に基づく道路管理

092805開発行為許可事務

092806

Ｂ

0.35%

Ｂ

成果指標
１

戸

1.58% Ｂ

Ｂ Ｂ

件

件

成果指標
２

㎡

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

ＢＢ

Ｂ

Ｂ

0.00%

Ｂ

2.11%

0.00

0.00

10.00

Ｂ

0.00

8.00

10,920

0.18%

37,092.39



NO.1

優良住宅の供給戸数

認定宅地数

特定施設設置工事計画届出件数

適合証交付件数

築造道路延長

住宅建設に伴う老朽住宅等の除去戸数

築造道路面積

戸
成果指標
２

092809建築物共同化等整備の推進

成果指標
１

戸

成果指標
１

092807
東京都福祉のまちづくり条例、指導、助
言

092808建築基準法に基づく道路管理

092805開発行為許可事務

092806宅地開発事前協議

成果指標
１

平成20年度　施策別事務事業一覧

担当部 都市整備部

住環境整備課施策名 住環境

事務
事業
コード

担当課

092802路線拡幅整備事業

道路拡幅整備距離（累計）

道路拡幅整備距離　(累計)

施策を構成する事務事業 指標 指標名

m
成果指標
１

単位

成果指標
１

成果指標
２

m

開発許可面積

宅地開発面積

紛争処理件数

処理件数＝事前協議申請件数＋確認済証交付件数

成果指標
２

成果指標
１

回

成果指標
２

件

紛争調整回数

成果指標
１

件

成果指標
２

092801個別拡幅整備事業

成果指標
２

成果指標
１

㎡

成果指標
２

㎡

092810優良宅地の認定

成果指標
１

㎡

成果指標
２

092803
建築紛争調停委員会委員報酬（建築に
関する指導・調整）

092804集合住宅建設指導

件

成果指標
２

㎡

成果指標
２

成果指標
１

m

件



NO.2

＊成果指標名　次ページ参照

Ａ Ｂ
成果指標
２

56.70 100.00

4,2190.81%092821特殊建築物等定期報告事務

成果指標
１

％

Ａ Ｂ
成果指標
２

4.00 50.00

31,6276.11%

Ａ Ｂ
成果指標
２

12.00 13.00

2,7300.53%

092820違反建築物指導・是正事務

成果指標
１

件

092819通路協定関連事務

成果指標
１

件

Ａ Ａ
成果指標
２

100.00 100.00

4550.09%

Ａ Ｂ
成果指標
２

100.00 100.00

9,9251.92%

092817建築物実態調査

成果指標
１

％

092816住居表示整備事業

成果指標
１

％

Ａ Ｂ
成果指標
２

785.00 800.00

4,3800.85%

Ａ Ｂ
成果指標
２

％ 68.60 80.00

67.80 95.00

120,99823.36%

092815建築関係諸証明事務

成果指標
１

件

092814建築確認システム運用（建築確認事務）

成果指標
１

％

Ａ Ｂ
成果指標
２

100.00 100.00

1,8200.35%

Ｂ Ｂ
成果指標
２

件 0.00 5.00

0.00 70.00

9100.18%

092813建築に関する動態統計

成果指標
１

％

092812私道排水設備設置費助成

成果指標
１

m

Ｂ Ｂ
成果指標
２

成果向
上と効
率性の
分析

区の職
員が直
接関与
する必
要性

092811私道整備費助成

成果指標
１

件 1.00 10.00

5,5701.08%

トータル
コスト

事務
事業
コード

施策を構成する事務事業 指標 単位
１９年度
実績

２０年度
予定

517,997

事務事業コスト
（千円）

施策に
占める
コストの
割合

平成20年度　施策別事務事業一覧

施策名 住環境

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課



NO.2

是正棟数（過年度の違反建築を含む。)

調査実施率（％）（調査地区数／調査対象地区数）

協定締結数

建築確認記載事項証明書発行件数

住居番号付定率(%)（住居番号付定件数/新築・改築等の建物数）

調査率（％）（建築着工統計調査件数/建築工事届け件数）

中間検査合格証交付率（中間検査合格証交付件数/中間検査対象建築物数）

完了検査済証交付率（完了検査済証交付件数/確認件数）

施工延長

助成件数

指標名

整備件数

平成20年度　施策別事務事業一覧

施策名 住環境

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

件

成果指標
２

施策を構成する事務事業 指標 単位
事務
事業
コード

092812私道排水設備設置費助成

成果指標
１

092811私道整備費助成

成果指標
１

m

成果指標
２

件

092813建築に関する動態統計

成果指標
１

％

成果指標
２

092814建築確認システム運用（建築確認事務）

成果指標
１

％

成果指標
２

％

092815建築関係諸証明事務

成果指標
１

件

成果指標
２

092816住居表示整備事業

成果指標
１

％

成果指標
２

092817建築物実態調査

成果指標
１

％

成果指標
２

092819通路協定関連事務

成果指標
１

件

成果指標
２

092820違反建築物指導・是正事務

成果指標
１

件

成果指標
２

092821特殊建築物等定期報告事務

成果指標
１

％ 定期報告率（報告件数/　対象件数）

成果指標
２



NO.3

＊成果指標名　次ページ参照

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
１

成果指標
２

Ａ Ｂ
成果指標
２

件 1.00 5.00

1.00 9.00

4,6760.90%

成果指標
１

092825
民間建築物アスベスト対策工事費等助
成

成果指標
１

件

Ｂ Ｂ
成果指標
２

0.00 1.00

4550.09%

Ｂ Ｂ
成果指標
２

182.00 220.00

11,1342.15%

092824水洗便所設置費助成

成果指標
１

件

092823細街路拡幅計画線設定委託

成果指標
１

件

Ａ Ｂ
成果指標
２

％ 91.51 95.95

成果向
上と効
率性の
分析

区の職
員が直
接関与
する必
要性

092822公共下水道建設

成果指標
１

㎡ 45,300.00 47,500.00

4,0040.77%

トータル
コスト

事務
事業
コード

施策を構成する事務事業 指標 単位
１９年度
実績

２０年度
予定

517,997

事務事業コスト
（千円）

施策に
占める
コストの
割合

平成20年度　施策別事務事業一覧

施策名 住環境

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課



NO.3

助成件数

アスベスト調査助成件数

アスベスト対策工事費助成件数

細街路拡幅計画線設定路線件数（累計）

指標名

区が行う未普及地域解消面積の累計（㎡）

区が行う未普及地域解消率（％) = 区が行う未普及解消面積累計（㎡）／区が行う
未普及総面積（㎡）

平成20年度　施策別事務事業一覧

施策名 住環境

担当部 都市整備部

担当課 住環境整備課

㎡

成果指標
２

％

施策を構成する事務事業 指標 単位
事務
事業
コード

092823細街路拡幅計画線設定委託

成果指標
１

092822公共下水道建設

成果指標
１

件

成果指標
２

092824水洗便所設置費助成

成果指標
１

件

成果指標
２

092825
民間建築物アスベスト対策工事費等助
成

成果指標
１

件

成果指標
２

件

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２

成果指標
１

成果指標
２


